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　政府は２月２５日に「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」を発表しました。日本共産党の新型コロナウイル
ス関連肺炎対策本部長の小池晃書記局長に、国の基本方針をどう見るかや、今後必要な対策について聞きました。
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命とくらしを守る政治を！！

国の責任が示されていない
　―政府の基本方針をどう見ますか。
　政府は基本方針で、国民や患者には、手洗い、せきエチケットを求め、「軽度の風邪症状」なら自宅で安静にするよう
求めています。企業に対してはテレワークや時差出勤などを求め、学校には臨時休校などを求めています。さらに、医療
機関に対しても感染拡大した場合の外来や入院の受け入れを準備せよと求めています。しかし、国が何をやるのか、果
たすべき責任が示されていません。これが最大の問題です。国民や企業、医療機関などに協力を求めるのであれば、
国は責任をもって十分な財政措置を取るべきです。

十分な財政投入で対策を
　―共産党は当初から補正予算などの財政措置を求めていました。
　政府が打ち出している予備費１０３億円を含む総事業費１５３億円では全
く足りません。しかし、安倍晋三首相は２６日の衆院予算委員会での藤野保
史議員の質問に「今の予算措置で対応は可能」と言い放ちました。驚くべき
ことです。アメリカでは大統領が約２８００億円の予算措置を認めるよう議会
に要求しました。シンガポール政府は約５０００億円、香港政府も約４３００億
円をそれぞれ経済的支援を含む対策費として投入すると発表しています。
　財務省に確認したところ、現時点で今年度の予備費は２７４３億円も残っ

ているということですから、これを全面的に活用すべきです。さらに、来年度予算案には１円も新型ウイルス対策費は
入っていません。予算案を修正すべきですし、政府がやらないのであれば、野党として組み替えを提案し、十分な財政
投入で対策を抜本的に強化することを強く求めていきます。（ウラ面に続く→）
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　深刻化する感染をおさえるために、検査や治
療の受け入れ態勢を整えることは緊急の課題
であり、それには財政的な裏付けが必要。思い
切った財政出動の実現へ全力をあげます。



（→オモテからの続き）

医療体制の強化がカギ
　―感染拡大に対処するカギはなんでしょうか。
　医療体制の強化が最大のカギを握ります。政府は、重症
患者の入院治療のため、指定医療機関の感染症病床（約
１８００床）などを確保し、今後さらに一般医療機関にも患者
の受け入れを要請していく方針です。その際には、病室だ
けでなく場合によっては病棟全部を確保するようなことも必
要になってきます。病床確保のためには財政補てんがどうし
ても必要になります。
　外来診療については、現在、感染者（疑いを含む）は、
「帰国者・接触者外来」を設置している医療機関のみで受
け入れています。一般医療機関でも感染疑いのある患者
の受診を可能にするのであれば、一般の患者とは別の入り
口で受け入れ、別のスペースで診察する体制が確保されな
ければなりません。人員、スタッフも別に配置することになり、
そのためにも財政支援が必要です。
　医療従事者自身の感染を防ぐとともに、院内感染を防止
するためのマスク、防護服、目や顔を覆うシールドなども緊急
に提供しなければなりません。患者を搬送する人員、車両な
どの調達も必要です。
　高齢者が利用する介護施設などは、感染が広がりやす
く、持病がある人もたくさんいらっしゃるわけですから、ここに
も感染を防ぐための資材を緊急に提供する必要がありま
す。
　新型ウイルスの患者に対応する病院になり、一般の診療
が制限された場合、地域医療が大変な困難に陥ります。周
辺の医療機関も含め公的支援が必要です。
　感染症例などを取りまとめ、政府の責任で情報を速やか
に公開して、現場医師に伝えていくことも重要です。

早急な検査体制の確立を
　―日本では新型コロナウイルスの検査（ＰＣＲ検
査）が遅れているのではないかと指摘されています。
　わが国のＰＣＲ検査の実施件数の少なさは、マスコミでも
取り上げられています。隣の韓国と比べても著しく少ない。
感染を早期に発見すれば、拡大防止の手だてが取れます
から、大学や民間検査機関などの力を総結集し、検査体制
を急いで拡充することが必要です。
　医師が診察して必要があると医学的に判断したら検査
できるようにするためにも、検査を保険適用することが急務
です。

　また、インフルエンザのように、短時間で検査結果が出る
簡易検査キットを早く開発し、供給することも求められます。
　繰り返しになりますが、医療機関の体制強化と検査体制
の確立は国が「お願い」するだけでは進みません。抜本的
な財政措置を民間医療機関や公的医療機関、大学病院
などに対して準備段階から行っていく責任が問われていま
す。

中小企業・雇用対策の推進
　―経済への影響も懸念されます。
　経済への影響は非常に深刻になっています。国内を含
めた観光ツアーのキャンセルや、中国だけでなく、海外企業
との取引が停止されたり、大規模なイベントが中止・延期と
なったり、行楽地の施設が休止になるなどしています。飲食・
観光・運輸などの分野で、中小・零細企業を中心に大きな損
失が発生し、経営不振が引き起こされています。
　政府は、１３日に発表した「緊急対応策」で、日本政策金
融公庫の緊急貸し付け・保証枠を確保し、公庫等による貸
し付けや信用保証協会によるセーフティーネット補償を行う
方針です。この支援対象を大幅に拡大するとともに、とくに
資金繰りが苦しくなっている中小零細業者の“つなぎ融資”
を緊急に行うことが大事です。
　感染症の影響による事業縮小で仕事を休んだ人に、休
業期間中の収入を保障するため、売り上げが減少している
事業主に対する国の支援策として、雇用調整助成金に特
例が設けられています。今は「日本・中国間の人の往来が
急減により影響を受ける事業主」に対象が限定されていま
すが、もっと対象を拡大する必要があります。

クルーズ船対応再検証を
　―今後も水際対策は必要でしょうか。
　対策の重点は国内での感染拡大防止ですが、入国時
の検疫は引き続き重要です。とくに、地方の空港・港湾にお
ける検疫体制の強化が求められます。
　クルーズ船「ダイヤモンド・プリンセス」への対応について
は、専門家への協力をあおぎながら引き続き万全を期すこ
とが求められます。
　同船に隔離していた乗客を下船させたことは人道上必
要だったと思いますが、下船後、「感染の危険はない」とし
て公共交通機関で帰宅させた対応には重大な問題がある
と思います。このような集団感染の際に、万全を期すために
も、全面的な再検証をしなければなりません。
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